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１ 林業労働力調査の概要 

 

(1) 調査目的 

   県内で林業に従事する林業事業体及び森林技術者の実態を調査し、今後の林業労働  

力確保対策を講じるための基礎資料（データ）を収集する。 

(2) 調査対象 

   県内で林業（造林、保育、伐木、造材、集材、作業道等の作設・補修）に従事する  

林業事業体及び森林技術者を対象に調査を行った。 

   ① 林業事業体 

   林業事業体として調査対象にしたのは、②の森林技術者を１人以上雇用した林業事  

業体である。 

  ＜林業事業体区分＞ 

   ア 市町村 

   イ 財産区 

   ウ 森林組合 

   エ 生産森林組合 

   オ 会社 

   カ 事業協同組合 

   キ その他の団体 

   ク 個人営業体 

   ② 森林技術者 

   森林技術者として調査対象にしたのは、過去１年間に 30 日以上、林業（造林、保育、   

伐木、造材、集材、作業道等の作設、補修）に従事した者である。 

  ＜森林技術者区分＞ 

   ア 雇用労働者（林業事業体に雇用された者） 

   イ 自営業主 （自己所有山林で作業し、林業で生計を立てている者） 

   ウ 一人親方 （労働者を雇用しないで、林業の作業を他から請け負う者） 

   エ 家族従事者（自営業主又は一人親方の行う林業の作業に雇用されることなく従    

事する者） 

(3) 調査方法 

   林業事業体及び森林技術者個別に調査表を配布、回収して調査を行った。 

(4) 調査基準日及び調査対象期間 

  ① 調査基準日 令和５年３月３１日 

   ② 調査対象期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

(5) その他 

   集計表において、四捨五入の関係で割合内訳の合計が 100 にならない場合がある。 

  事業量において、林業事業体への聞き取り調査のため他の統計調査とは一致しない

場合がある。 
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２ 林業労働力の現状等 

 

(1) 森林技術者数の推移 

山村の過疎化・高齢化及び林業の収益性の低下などにより森林技術者数は近年減少して

いたが、ここ数年は横ばい傾向にある。令和４年度末は 928 人と前年度から 12 人（約

1.3％）増加した。なお、この数字は平成元年度末の約 1/3 の人数である。 

また、高齢化には歯止めがかかり、森林技術者の若返りが図られている。今後は森林資

源の成熟及び木材需要の増加等に伴い木材生産の拡大が見込まれることから、引き続き

森林技術者の確保・育成・定着に取組む必要がある。 

 
(2) 事業量の推移 

森林技術者の造林・保育に関する年間作業量（事業量）は、平成元年度から減少傾向

であったが、令和４年度は前年度より約 45.5％の増加となった。 

素材生産量はここ数年横ばい傾向にあり、令和４年度は前年度に比べ約 1.8％の増加と

なった。また令和４年度の素材生産の生産性は 5.34 ㎥/人・日となっている。 
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(3) 森林技術者の労働環境 

① 賃金に関する状況 

森林技術者に支払われる１日当たりの平均賃金は、伐木・造材・集材作業は 15,616

円、造林作業は 15,067 円、保育作業は 15,205 円となっており、ここ数年はやや増加

傾向である。 

賃金支払形態は、月給制、日給制、出来高制の併用など林業事業体によって様々な

形態が採られている。 

 

 
 

② 就労に関する状況 

森林技術者の年間就労日数は、冬季の積雪等で森林施業が季節的、間断的であるこ

となどから、就労日数 210 日以上の森林技術者は全体の 53％、180 日以上でも全体の

66％にとどまっている。 
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③ 福利厚生に関する状況 

退職金制度（中退共、林退共）の加入状況については、平成元年から横ばい傾向に

あり、令和４年度は前年度と変わらず事業体の約 67％の加入率となっている。 

 
 
(4) 林業事業体の雇用管理 

林業事業体の雇用管理体制は、79％の林業事業体が就業規則を定めており、75％の林業

事業体が雇用に関する文書を交付している。 

また、週休制や年次有給休暇制度は、それぞれ 78％、74％の林業事業体が導入してお

り、年次有給休暇の平均日数は 15 日となっている。 
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